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ちょぼちょぼ市民連合：田中一郎

財政℡金融政策を見定める基本

1，財政政策に関する基礎知識

（1）財政政策の3つの機能＝政府や自治体の財政を家計の財布と同一視してはいけない

景気変動”経済の安定化（stabilization）：企業や家計とは逆バリ

賀意の再配分（aIl∞ation）：市場メカニズムだけでは「儀かるところ」しか棲鮭しない

所得再分配（distribution）：修正資本主義＝富や所得の一極集中の是正⇒景気封策

（ビルトイン。スタビライザーとは所得税“法人税の累進課税のことを言う）

（2）ケインズ経済学（意図の有無にかかわらず世界各国の経済政策はケインズ主義）

マクロ経済における有効需要の原理と「合成の誤謬」（すくみ現象）

古典派や新古典派の経済学は「セーの法則」（供給は必ず需要を見出す＝価格鯛整）
「ハーヴェイロードの仮説」について根強い批判あり

（3）マルクス鰹清華（資本論＝経済学批鵜）

本源的蓄積過程（暴力と略奪、努力に見合う報酬論や自己責仕輪の嬢鵬他）、

搾取と支配、労録阻害（工場の口前で民主主義は立ちすくむ）、そして遇繭生産恐慌

資本蓄積の歴史的傾向と社会主義革命

（4）アポダラ繕清華（現代経済学の主流？）

財政均衡論、財政政策禦効論（Mフリードマン他）（単なるアポと意図するアポ）

2。金融政策に関する基礎知識

（1）金融政策の目的

貨幣価値の安定（但し外為相場は財務省所管）＝インフレ防止

経済の安定的成長と成長通貨の供給（景気）　＝デフレ防止

（2）金融政策の3つの方法＝中央銀行制度

公定歩合操作（短期金利政策：ロンバート金利含む、米国ならl亨レート）

公開市場操作（評剛鵬榊旺T脚回議Tl伽）：短期市場（手形）、中長期市増（自億）

預金準備率操作（預金残高の一定割合の日銀預け金の義務化）

（3）「流動蛙の良」

趨金融緩和20年＝景算や紬に効果なしは実証済み（銀行不良債権粉飾が目的でスタート）

物価（CPI、WPI、企業物価、資産）や景気テコ入れを日銀が制御できたためしなし
「金融政策＝ヒモ」理論＝景気悪化“深苅なデフレに対して金融政策は無力、引締めはOK

現代経済における通貨とは「預金通貨」＝信用調進のメカニズム

日銀預け金＋現金＝ハイパワードマネー（マネタリーベース）

日銀預け金残高は「政策」、現金（流通）残高は「結果」（操作できない）（閣経済）

（4）「黒田バズ一方＝異次元金融緩和」

長期国債を中心に大量の買いオペ⇒イールドカーブのゼロ金利・フラット化

じゃぶじゃぶの日銀預け金供鈴で長短金利はマイナスへ、申小銀行は運用難〇線善不振

ブタ積み日銀預け全くマネタリーベース）は景気“物価に禦意喋、付利は大手銀行向け補助金
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加えて、ETF〈株価指数連動型投資侶麓受益証券）や証券化リスク高風の大暑購入

日銀資産。負億の巨大膨張、株価などリスク商品の価格変動リスク抱え込み、出口政策困難

（ダブルクレジット方式という伝統的な日銀政策方針の放棄＝余計なリスクの抱え込み）

日銀リスク＝大量国億保有（心配ない）、巨額の預かり金（危険）、ETF他（危険）

（5）アホタラ経済学
＊マネタリズム（貨幣数量説）：pY＝Mv M増加⇒p上昇　財政＋金融両政策は禦勅

書財政政策は震動だが金融政策は有効論（単なるアホと意図するアポ）

＊リブレ派（袖ケイカ‘アン）：財政金融両政策有効“超金融緩和評価＝現状追認肘度経済学

3．政府と中央銀行〈運輸部で考える）

両者は会計的“経済的には「一体」と考えてよい（政策的には別物＝章節機能）

日銀保有の国債は心配いらない＝連結決算書では相殺されて「ゼロ」

会計上は「満期保有有価証券」にすれば原価法計上、日銀の利益は毎年政府へ鋤付

マイナス金利政策による「オーバーパー」部分は将来の損失（バカ丸出し政策）
●　　　〇　　　〇　　　〇　　　〇　　　●　　　〇　　　〇　　　〇　　　t　　〇　　　〇　　　〇　　　〇　　　℡　　　〃　　　●　　〇　　　〇　　　〇　　　〃　　　○　　　○

（黒田バズーガによって日銀及び日本政府が抱える3つのリスク）

●巨額の日銀預け金のコントロールが難しい

景気が回復し始めると動き出す⇒売りオペで日銀が吸収するというが金利上昇必至

長期金利が上昇し始めると日本政府の財政は次繁に破たん状態となる

●巨額のETF　＆リスク商品

リーマンショック並みの金融パニックが来ると公的年金基金（GPlF）とともに吹き飛ぶ

●日銀信用喪失・日本経済信頼喪失⇒悔恨のない円安リスク

4．反緊縛政策と財憲問題

（1）反緊縮政策のポイント（その1）

市場原理主義政策からの脱却、生活圏運消費拡大の条件づくり、産業構造転換と新産業蘭毅

20世紀型の重厚長大の旧態依然産業〃企業が日本経済の抜本転換を妨害（例：電力、ゼネコン）

（2）反緊縛政策のポイント　くその2）

財政赤字鞠減や基礎的収支（7●ライ叩証ランか均衡を言うのは愚かな旧態依然の左派の批割

財政赤字は総額ではなく総額から処分可能な資産額を差引いた「ネット全壊」で見る

問題は財源＝中央銀行を「振出の小槌」として使う（国債の日銀引受）のは絶対に駄目
「ハーヴェイロードの仮説」の欠陥を強く意義＝政府〃政治家の放漫財政への牽制が必要

（3）財瀬確保の方法論

通告ベースでの金融緩和政策と国億発行による資金聞達で十分　　　＜l別途ご説明します＞

並行して「税制の公正化」を伴う税制の抜本改革が必要（累進＋総合課税、特措廃止他）

巨額累積財政赤字の原因は歪んだ減税（租持合）のやりすぎと「国隙的納税回避行為」＋脱税

低すぎる実質法人税率⇒巨嶺国債残高と巨大企業の内部留保がほぼ同金額＝偶然ではない

タックスヘイブンを退治せよ（やる轟の問題）：パナマ文書、パラダイス文書

消費税の税率アップは見送り⇒5％へ減税⇒廃止＆蕃修晶物品税への移行．

財政支出の質を聞え（例：アメリカの兵蕃爆買い、国土強靭化というゼネコン強靭化、ダムは
ムダ、オリンピック＆万博など巨大イベントは電通他の利権集団が泣いて喜ぶ

●「書轟マークキャンペーン」が今のところ最も適切な経済政策提案（別添パンフ）

以　上
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赤字国債依存の財政状況が恒常化
将来世代へのツケ回しは止めるべき

回月4日、安倍晋三首相は恒例の年頭記者会見を行った。

この中で、首相は10月から幼児

教育の無償化を実施することに触

れ、これは、戦後、小学校・中学

校9年間の普通教育が無償化され

て以来、70年ぶりの大改革となる

ことを上ば「安倍内閣は、次代を

担う子供たちの未来に大胆に投資

していきます」と強調した。

また、財源となる消費税の引き

上げについては、「本年、頂いた消

費税を全て国民の皆様にお返しす

るレベルの十二分の対策を講じ、

景気の回復基調をより確かなもの

としてまいります」と述べた。

さらに、社会保障制度全般にわ

たる改革の検討に入るとし、「我が

国の社会保障制度を子供から子育

て世代、現役世代、高齢者まで全

ての世代が安心できるものへと改

革していく」と宣言した。

平成の最後となる今年、10月に

消費税率は8％から10％へと引き

上げられる予定だ。思えば消費

税が初めて導入されたのは、平成

元年（1989年）だった。平成期は

まさに、「消費税」を象徴する元号

となる。

平成元年の消費税導入にあたっ

て、当時の竹下登首相は「（この

改革が）我が国経済社会の活力を

維持し、（中略）豊かな長寿福祉社

会をつくるにふさわしい、より公

平な税体系の構築が図られるもの

と確信」していると述べた。

だが、平成期は社会保障費が増

大した。平成元年の社会保障費用

（医療、年金、福祉その他の合計）

は45兆554億円だったが、今や約

120兆円にまで膨張している。

「医療」と「年金」が2倍程度

の増加なのに対して、高齢者福祉

や生活保護などの「福祉その他」

が約5倍も増加した。

「福祉その他」の増加は、①高齢

者介護費の増加、②生活保護予算

の増加、③障害者福祉や子ども・

子育て支援に要する経費の増加に

よるものだ。

その後も、政府は消費税を社会

保障の充実に結び付けることで、

消費税に対する不満を抑えようと

した。そして、社会保障は時を経

るごとに、全世代型社会保障にま

で拡大し、政府は「社会保障費の

財源」として、これに合わせるよ

うに消費税率が引き上げられた。

田かし、社会保障費の増加は消費税の導入だけでは賄い

きれなかった。結局、平成期に財政

状況は悪化の一途を辿った。平成

2年度には赤字国債体質から脱却

したものの、平成6年度補正予算

で赤字国債の発行が再開し、赤字

国債依存の財政状況が恒常化した。

平成30年度予算時点で赤字国債

の発行額は27兆5982億円、国債依

存度は34．5％になっている。そし

て、地方のプライマリー・バラン

ス（基礎的財政収支）は赤字が続

いており、これは年度ごとの政策

的経費を税収で賄えていないこと

を意味する。そして、プライマリ
ー・バランスの赤字は、現在の世

代が支払うべき負担を後世の世代

にツケ回していることになる。

消費税導入と消費税率の引き上

げの裏側では、赤字国債が増加し、

財政の悪化が進んだ。これは、将

来世代に対して、大きな負担を押

し付けていることにほかならない。

安倍首相が次代を担う子どもた

ちの未来を本当に明るいものとし

たいのなら、将来世代へのツケ回

しはすぐにでも止めるべきだ。

わしお　こういち（本名・鈴

木透）・元ロイター通信編集委

員。マクロ経済政策、企業ニ

ュース、政治問題、社会問題な

ど多分野で取材・執筆。

※経済私考は、浜矩子氏、高橋伸彰氏、鷲尾香
一氏、佐々木実氏のリレー連載です。

週刊金曜日　2019．1．18（1216号）
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2019．2．27

く国書親閲際案瞥う

★高瀬美穂子・菱ケ江真
星辰「マイフ“－ム」　渋谷
区神宮前4の17の3アーク
・アトリウムBO2、表参道

画廊（3月2日まで）

北田政司の作品

★ゴヒ圃政司／〈ステル画展
「光」　中央区銀座4の13
の18医療ピ）レ2階、鑑煩i
亙：画廊（3月3日まで）

遺体のない埋葬

D歴史の過ち

2010年、砂漠で亡くなったロレンソ氏のおいの
埋葬。3時間ほどかけ、深さ1．5㍍の墓を頼る

二等老親其

「、＿町閤∴㌢謹髭霊轟謁尭繕霊器結彊嵩：需
る
の
lま

今
年
に
入
っ
て
経
済
学
者
の
松

尾
匡
（
」
其
叩
館
大
学
教
授
）
が
代

表
・
呼
び
か
け
人
と
な
っ
た
十
番

薇
マ
ー
ク
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
が
始

ま
っ
た
。
こ
れ
は
四
月
の
統
一
地

方
選
挙
と
夏
の
参
議
院
選
挙
に
向

け
て
、
立
候
補
予
定
者
に
「
反
緊

縮
の
経
済
政
策
」
を
提
起
し
、
趣

旨
に
賛
同
す
る
候
補
者
を
「
薔
薇

マ
ー
ク
」
に
認
定
す
る
キ
ャ
ン
ペ

ー
ン
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
消

費
税
の
1
0
％
増
税
凍
結
（
景
気
対

策
と
し
て
5
％
に
減
税
）
や
財
政

出
動
、
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
、

長
時
間
労
働
・
賃
金
抑
制
を
強
制

す
る
企
業
の
根
絶
、
外
国
人
技
能

実
習
制
度
廃
止
、
大
企
業
・
富
裕

層
の
課
税
強
化
な
ど
を
「
董
微
マ

ー
ク
」
付
与
の
条
件
と
し
て
い

る。

一
月
五
日
付
け
の
「
趣
意
書
」

で
は
、
野
党
に
対
し
て
、
安
倍
内

閣
に
対
す
る
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ

（
既
存
の
も
の
に
代
わ
る
）
な
選

択
肢
を
提
示
す
る
よ
う
強
く
求
め

て
い
る
。
職
を
失
う
不
安
や
パ
ワ

ハ
ラ
、
「
サ
ー
ビ
ス
残
業
」
、
介

護
や
育
児
の
負
担
、
賃
下
げ
な
ど

で
五
割
を
超
え
る
人
が
「
生
活
が

苦
し
い
」
と
答
え
て
い
る
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
多
く
の
国
民
が
「
投

し
実
行
さ
れ
れ
ば
「
個
人
消
費
は

さ
ら
に
冷
え
込
み
、
デ
フ
レ
は
さ

ら
に
深
刻
化
、
経
済
へ
の
ダ
メ
ー

ジ
は
確
実
」
で
あ
る
。
だ
か
ら
、

野
党
側
は
民
主
党
政
権
の
反
省
を

踏
ま
え
、
「
安
倍
政
権
の
経
済
政

策
に
対
抗
で
き
る
、
『
反
緊
縮
』

の
選
択
肢
」
を
提
示
す
べ
き
で
あ

る
。
そ
う
訴
え
る
。

プ
レ
イ
テ
ィ
み
か
こ
、
松
尾

匿
、
北
田
瞬
太
の
共
著
『
そ
ろ
そ

ろ
左
派
は
（
経
済
）
を
語
ろ
う

レ
フ
ト
3
・
0
の
政
治
経
済
学
』

（
亜
紀
董
房
、
2
0
1
8
年
）
の

う
と
し
な
い
。
何
と
し
て
も
景
気

を
回
復
さ
せ
よ
う
と
す
る
努
力
が

み
ら
れ
ず
、
デ
フ
レ
に
よ
る
貧
困

層
の
苦
境
が
加
速
す
る
。

松
尾
は
、
同
書
の
中
で
「
経
済

成
長
」
を
二
つ
に
分
類
す
る
。
一

つ
目
は
供
給
能
力
の
拡
大
を
意
味

す
る
も
の
で
、
社
会
の
生
産
力
を

拡
大
し
、
「
長
期
の
成
長
」
を
目

指
す
。
こ
の
経
済
成
長
の
た
め
に

は
、
人
口
増
や
技
術
革
新
な
ど
が

必
要
と
な
る
。
一
方
、
二
つ
目
は

需
要
の
側
か
ら
見
た
経
済
成
長

で
、
不
況
を
脱
す
る
た
め
に
政
府

問
わ
れ
る
野
党
の
出
方

票
し
た
い
選
択
肢
が
な
い
」
と
感

じ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。
そ
れ

は
野
党
側
が
、
魅
力
的
な
経
済
政

策
を
打
ち
出
せ
て
い
な
い
こ
と
に

原
因
が
あ
る
、
と
い
う
の
だ
。

政
府
は
十
月
に
消
費
税
を
1
0
％

に
増
税
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
も

反
緊
縮
の
経
済
政
策

中
で
、
北
田
は
日
本
の
左
翼
が

「
下
部
構
造
」
の
問
題
を
忘
れ
て

し
ま
っ
て
い
る
と
批
判
す
る
。
下

部
構
造
と
は
、
社
会
の
土
台
を
構

成
す
る
経
済
の
仕
組
み
の
こ
と

で
、
マ
ル
ク
ス
主
義
で
は
政
治
・

法
律
・
文
化
な
ど
の
上
部
構
造
は

下
部
構
造
に
規
定
さ
れ
て
い
る
と

さ
れ
る
。
し
か
し
、
近
年
の
左
翼

は
こ
の
下
部
構
造
を
疎
か
に
し
、

積
極
的
な
経
済
政
策
を
打
ち
出
そ

が
市
場
に
介
入
し
、
人
々
の
需
要

を
喚
起
す
る
こ
と
で
「
短
期
の
成

長
」
を
目
指
す
。
松
尾
は
二
つ
目

の
経
済
成
長
を
重
視
し
、
政
府
の

積
極
財
政
を
推
進
す
る
。
「
短
期

の
成
長
」
は
再
配
分
政
策
と
一
体

化
し
た
形
で
行
わ
れ
る
必
要
が
あ

る。
当
然
、
逆
進
性
の
強
い
消
費
税

は
、
貧
困
層
が
最
も
割
を
食
う
た

め
、
大
き
な
問
題
と
な
る
。
デ
フ

二
〇
二
一
年
、
第
五
十
八
回

角
川
短
歌
賞
を
、
選
考
委
員
全

員
が
二
重
丸
と
い

う
、
史
上
最
高
得
票

で
受
賞
し
た
薮
内
亮

輔
が
満
を
持
し
て
の

第
一
歌
集
を
世
に
送

っ
た
。
『
海
蛇
と
珊

瑚
』
　
（
角
川
書
店
）

の
高
さ
が
う
か
が
わ
れ
る
。
若

手
歌
人
が
輩
出
す
る
現
代
短
歌

の
盛
況
に
、
一
種
の
危
惧
を
覚

え
る
先
行
世
代
に
も
納
得
さ
れ

る
逸
材
と
い
う
意
味
か
。

（
傘
を
さ
す
一
瞬
ひ
と
は
う

つ
む
い
て
雪
に
あ
か
る
き
衝
へ

出
で
ゆ
く
）

（
魂
と
い
ふ
透
き
名
前
を
も

満
を
持
し
た
歌
集

詩
文
岡
井
隆
、
艶

文
永
田
和
宏
と
い
う
最
強
の
布

陣
に
、
短
歌
界
が
寄
せ
る
期
待

事
実
、
技
術
的
に
は
既
に
一

流
歌
人
の
域
に
達
し
て
い
る
と

言
っ
て
い
い
だ
ろ
う
。
特
に
巻

頭
に
置
か
れ
た
受
賞
作
「
花
と

雨
」
五
十
首
は
圧
巻
で
あ
る
。

っ
て
ゐ
る
や
ば
い
奴
だ
ぜ
猫
っ

て
い
ふ
は
）

（
白
鷺
を
つ
ば
さ
は
漕
い
で

ゆ
き
た
り
き
あ
な
た
の
死
に
間

に
合
ば
さ
り
き
）

恋
人
の
死
が
テ
ー
マ
の
一
連

だ
が
、
一
首
一
首
が
さ
ま
ざ
ま

な
言
語
レ
ベ
ル
で
構
成
さ
れ
て

い
る
。
読
者
の
共
感
と
驚
嘆
の

バ
ラ
ン
ス
も
巧
み
に
計
ら
れ
て

い
る
の
だ
。

作
者
に
問
わ
れ
る
の
は
、
む

し
ろ
こ
の
完
成
度
か
ら
、
い
か

に
自
分
を
壊
し
て
ゆ
く
か
で
は

あ
る
ま
い
か
。
表
現
者
は
常
に

自
身
と
戦
う
運
命
に
あ
る
。
短

歌
界
な
ど
構
わ
ず
暴
れ
て
ほ
し

い
。
　
　
　
　
　
　
（
傘
）

レ
不
況
下
で
の
消
費
税
増
税
は
、

社
会
全
体
の
消
費
に
ブ
レ
ー
キ
を

か
け
、
景
気
の
悪
化
を
引
き
起
こ

す
。
そ
の
し
わ
寄
せ
は
、
真
っ
先

に
貧
困
層
を
直
撃
す
る
。
だ
か
ら

「
費
微
マ
ー
ク
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」

は
、
消
費
税
増
税
に
強
く
反
対

し
、
逆
に
景
気
刺
激
策
と
し
て
5

％
へ
の
減
説
を
提
起
す
る
。
こ
れ

は
租
税
負
担
率
を
下
げ
る
「
小
さ

な
政
府
」
路
線
で
は
な
い
。
む
し

ろ
景
気
回
復
に
よ
っ
て
説
収
を
増

や
す
と
と
も
に
、
法
人
説
増
税
な

ど
を
セ
ッ
ト
と
す
る
こ
と
で
、
再

配
分
機
能
を
強
化
す
る
政
策
だ
。

こ
の
「
薔
薇
マ
ー
ク
キ
ャ
ン
ペ

ー
ン
」
の
提
起
を
、
野
党
は
ど
の

よ
う
に
受
け
止
め
る
の
か
。

最
大
野
党
・
立
憲
民
主
党
の
板

野
幸
男
代
表
は
、
経
済
ジ
ャ
ー
ナ

リ
ス
ト
・
荻
原
博
子
と
の
対
談

（
『
女
性
自
身
』
1
月
2
9
日
号
）

の
中
で
消
費
税
増
税
に
反
対
の
立

場
を
鮮
明
に
し
、
「
格
差
是
正
」

こ
そ
が
景
気
対
策
で
あ
る
こ
と
を

訴
え
る
。
「
所
得
が
低
め
の
人
の

賃
金
、
所
得
を
底
上
げ
L
 
L
、

「
将
来
へ
の
不
安
を
解
消
す
る
」

こ
と
で
、
社
会
全
体
の
消
費
を
上

向
き
に
す
べ
き
だ
と
説
い
て
い

る
。
i
あ
と
は
消
費
税
5
％
へ
の
減
税

に
踏
み
込
む
こ
と
が
で
き
る
か
だ

ろ
う
。
民
主
党
政
権
時
代
に
消
費

税
増
説
路
線
を
と
っ
た
こ
と
を
率

直
に
反
省
し
、
大
企
業
・
富
裕
層

へ
の
課
税
強
化
に
よ
る
財
源
確
保

を
明
確
に
し
た
う
え
で
、
「
反
緊

縮
」
路
線
を
採
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
か
が
問
わ
れ
る
。

「
薔
薇
マ
ー
ク
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
」
は
、
野
党
興
隆
の
起
爆
剤
と

な
る
の
だ
ろ
う
か
如
参
議
院
選
挙

に
向
け
て
注
目
が
集
ま
る
。

（
な
か
じ
ま
・
た
け
し
＝
東
京

工
業
大
教
授
）

村
に
帰
り
た
く
て
も
帰
れ
な
い
。
米
国
フ
ロ
リ
ダ

半
島
タ
ン
パ
市
の
郊
外
に
は
、
そ
う
し
た
人
々
が
数

千
人
規
模
の
集
任
地
リ
ト
ル
・
チ
ヤ
ム
ー
ラ
を
形
成

し
て
い
る
。
で
も
、
彼
ら
は
ま
だ
ま
し
な
方
だ
。
砂

漠
越
え
の
途
中
で
、
息
絶
え
る
イ
ン
デ
ィ
オ
も
数
え

き
れ
な
い
。
ロ
レ
ン
ソ
の
お
い
も
そ
の
一
人
だ
。

砂
漠
を
越
え
た
ら
電
話
す
る
、
と
言
っ
て
い
た
。

で
も
一
向
に
連
絡
が
な
い
。
あ
っ
せ
ん
業
者
に
問
い

合
わ
せ
る
と
、
砂
漠
で
行
き
倒
れ
に
な
っ
た
と
い
う
。

遺
体
の
な
い
棺
に
は
、
着
古
し
た
T
シ
ャ
ツ
が
一

枚
。
そ
の
胸
の
あ
た
り
に
、
ロ
レ
ン
ソ
が
そ
っ
と
、

シ
ュ
ロ
で
編
ん
だ
小
さ
な
十
字
架
を
供
え
る
。
村
の

共
同
墓
地
で
僕
も
墓
掘
り
を
手
伝
っ
た
。

村
の
教
会
の
弔
い
の
鐘
の
音
が
、
緩
や
か
に
波
打

つ
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
畑
の
丘
に
、
か
す
か
に
響
き
渡
る

と
、
花
嫁
姿
と
し
か
思
え
な
い
若
い
女
性
が
、
耐
え

き
れ
ず
、
独
り
そ
の
場
を
去
っ
て
い
っ
た
。

ィ
ン
号
オ
の
哲
曾

（
い
の
弓
）
み
つ
め
て
清
水
透

越
境
を
阻
止
す
る
、
米
墨
国
境
の
壁
づ
く
り
は
、
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ちょぼちょぼ市民連合：田中一郎

＿財政政策に関する関連事項（追加説明）（
1．添付資料の説明

2．生産と再生産

経済学における「精華」（Statics）と「動学」（Dyn鋤ics）＝時間軸の導入⇒更に歴史蝿（刊肋か

古典派“新古典派＝セーの法則と一触均衡理論　生産1回きりの仕切り市場（精華的）

ケインズ経済学派＝有効需要の原理と国民経済学　生産をくり返す継続市場　（動学的）

（資本主義経済を再生産体制と考えた場合、市棚ま均衡などしない（劇道的“一時的均衡破壊の連続）

市場賃格形成の2つの方法：「撮毒せ」と「ザラバ」のたとえがわかりやすい

3．中央政府と自治体

中央政府と自治体とでは、財政収支や億務の限度、つまりは「赤字耐性」に大きな差がある

しかし日本の自治体は「3割自治」＝中央政府の手足にされ独立龍が低い：補助金と交付税、権限

それでも夕張市の財政破たん以降、自治体の財務に因する規鋼が厳格化され自由度は更に低下

マクロ経済を考える睦に「中央政府の手足としての自治体」を「政府ファクター」として考えるが、

自治体単独の行動原理を考える場合は話は別（しかし米国と違い目本の自治体は破貸しにくい）

4，マルクス経済学における宇野派経済学

資本主義の主要矛盾は「労働力の商品化」にある
⇒×　労鱒力の商品化と労働力の資本化を分けて考える

資本主義の主要矛盾は「生産の社会的健椿と所有の私的性格」にある
⇒○　生産“所有の社会化の方向で統一へ

宇野原理論（資本主義経済は永久に鏡くと仮定）と三段階葺く原理論“段階論“現状分析）の誤り

5．（注目〃必読）植章一秀氏の論文「社会保障と税の一体改革とは何だったのか」（別添）

6。利潤‘器余はどこへ？

国民経済の「三面等個」の法則：国民総生産＝絶支出＝線所得（市場で継続的に売れることが条件）

固定資本（原樹料“穀備）＋可変資本（労働力コスト）＋器余（利潤＋利子＋地代＋賃金上乗せ）

問題は「剰余」部分がどこへ行くか？　内部留保や貯蓄あるいは投資や消費支出　番付加俸瞳

輸出（日梱内では使われないが所得となる）と輸入（日本国内で使われるが所得喪失となる）

輸出と輸入の差額は金醜く資本取引＝ファイナンス）でカ′キーされる＝日誌貿易〃金融の仕組み

7．回髄質や国語取引の決済と基軸通貨国＝アメリカ

基軸通貨とl娼麟取引の決済通貨のこと、現状ではアメリカ“ドルしかない（ユーロは格落ち）

世界経済への成長通貨の供給がアメリカの経常収支赤字（＝資本収支黒字）で賄われる矛盾

国語経済・金融の現状は「禦政府状態」（ラスト“リゾートがない）輩界政府が‡乱ヽのであたり前

マルクスが言う「過剰生産恐慌」は現代では「世界金融恐慌」（バブル崩壊）として顕在化

グローバリズムとは巨大多国籍資本の支配を押付けるイデオロギー（世界貿易の2／3はG内部）

多様な自民経済の共存体鋼を刷る（ボーダレスではない）＝「国語市民経済体鋼」の構築へ向かえ

l
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っ中響助的は引巡費 　　　　　　霊山しなに、きりの 　　　　　　三㌘岳だと「同下、給 ∵場㌘　／．｛㌘　　／）と低偽省け社付 

生活保護以外にも被害 
扶一　　ため落年輩　　たこわつは78を数「挙「は　　者乱価段活うーだ学び 

三三一三：三三∴三三三∴三∴繋≡∴三三三三三∴三嚢 
指活藤　　つ含下三保　　した合二明・標指めをに省　　三の物を生のがしる 

ニし、き ）だ北が 一〇朝あ ＝鮮つ Ei側た ）は〇 二∴がつ使 う譲た館 二つ」’の〇 、だとあ 寅こ説る ノと明ハ ＼に○ノ ��う稲－「支　　とめ計は争九がめ副手の　　て夕き計こ部げ計見検摘労のな摘 

撥撥轡灘離 
合のの大著　　な護るで係十」求“著者　　いl引続る内下を意を指厚法う 

至な今イ Bる回に 三〇はこ よこ米だ 、の側わ 0000000SSSS′ 画・獄 鵜 ��研究者共同声明「不利益受けた人への対応を」 

く受きる人低は『民学上i測はに活額健町すけ「生　　て生ギ「が括れが 

離轢轡擬態 
ム映ル地． ��強を引れの最れる市法井　　推模策生垣民市摘受くは　　しの、に響とら 

かる、o音砂

三富碧窯

「
こ
れ
は

男
が
一
一
亭
つ

や
桂
は
も

か
も
し
れ

恵
膜
雷
は

砂
嘆
の
由

「
あ
な
た

「
交
通
誘
交
通
霧

で
見
え
な

い
る
が
、
サ

「
辺
り
に

「
で
も
私

一
匹
の

「
こ
の
犬

「
こ
こ
に

い
る
と
吠

「
…
誰

「
あ
な
た
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I潟議場と屡篤19割で？

社会鰯麿と勝の一体敵軍
とは何だったのか

政治経済学者　植草　一秀

臼財務省によるTPR

話は30年以上前にさかのぼる。中曽根内閣が消費税

の前の構想である売上税の導入を検討した。筆者が大蔵

省財政金融研究所事務官だった頃のことである。

大蔵省内部ではTAXのPRの意味のTPRという極

秘プロジェクトがスタートし，財政金融研究所が事務局

になった。政界，財界，学界3000人リストが作成され，

売上税導入の説得工作が始動した。大蔵省幹部がすべて

の対象者の説得に出向く∴快諾を得られない場合には一

階級上の職員が訪問する＿事務局では連日，電話帳と呼

ばれた名簿方式の説得工作実蕎麦の更新が行われた。同

時に売上税に関するすべてのメディア情報が精査され，

問題発言を示す人物がピックアップされた。一種の言論

統制が始動したのだが　現在も継続されているはずであ

る。

筆者は事務局末端職員として作業に関わるとともに税

制改革の経済効果試算を命じられた。試算は売上税増税

と同額の所得税減税などを行った場合に消費．投資，輸

出入，GDP成長率にどのような影響が出るのかを分析

するというものだった。上司から命じられたのは，すべ

ての項目がプラスになる結果を示せというものだった。

マクロ計量モデルを人為的に操作して命令に見合う結果

をでっち上げた。大蔵省はこの試算結果をもとに経済企

画庁内部での工作活動を行い，すべてがプラスになる試

算蒜架を政府試算として発表した。

結局・売上税構想は挫折した。民間シンクタンク「政

策構想フナーラム＿が　中間所得者層以下の国民には増

税になるとの試算詰菜を発表したことが大きな原因にな

り，反対論が沸晴して．内閣が導入を断念したためであ

る。そこで　TPRの責任者だった財政金融研究所次長

が政策構想フォーラム試算の主筆を務めた大阪大学のH

教授を取り込めと指令し，同教授は財政金融研究所の特

別研究官として招増された。同教授はその後．大蔵省に

48

植章　一秀（うえくさ　かずひで）

1983年東京大学経済学部経済学科卒

業＿　大蔵省財政金融研究所研究官，京
都大学助教授（経済研究所），米国ス
タンフォード大学フーバー研究所客員

フ二コ一．株式会社野村総合研究所主

席エコノミスト，早稲田大学大学院公
共善言研究科教授等を経て，現在　ス
リーネーションズリサーチ株式会社代

表塙諒亮一「知られざる真実』（明月堂
善吉．弧IT年上『日本の独立』（飛鳥

薪社．判10年1．ニ国家はいつも嘘をつ

く－ヨエ富民を欺く9のペテン』（祥

伝社　判18年　など著書多数

完全に恥）込まれて政府税調の会長にまで上り詰めた。

売上税所帯ゝろ一転して消費税増税の熱烈推進者に変貌

したことは言うまでもない。

前置きが長くなったが　財務省は消費税増税実現のた

めに何でもする。その中核は情報工作である。財務省は

巨大な権限を握っており，その権限を活用して発言力の

ある関係者に様々な圧力をかける，あるいは利益誘導を

行って発言を誘導する。学者は財務省と良好な関係を保

持すると学内での発言力を増す。財務省は医師会関係者

にも当然のことながら接触して言論を誘導する。この現

実が存在することをまずは知っておかねばならない。

図表1参議院「社会保障と税の一体改革特別委
員会」中央公聴会（2012年8月6日）
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第3種郵便物認可離年子∵」高々享を莞斤・　　闇

日銀のETF保有額の推移
18年までは3月末。日銀まとめ。
19年は2月末。ニッセイ基礎研究所推計

30「（兆円）
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キャッシュレス消費増説で「利用増」7割 
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E
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英
リ
ス
釜
囲
E
T
F
（
上
場
投
資
信
託
）

株
価
1
7
％
下
落
な
ら
「
含
み
損
」

T
O
P
工
Ⅹ
（
東
証
株
価
指

数
）
や
日
経
平
均
株
価
な
ど
に

運
動
す
る
投
資
信
託
。
様
々
な

銘
柄
に
投
資
し
て
指
数
に
連
動

す
る
よ
う
に
つ
く
ら
れ
て
い

る
。
株
式
と
同
様
に
市
場
で
売

買
で
き
る
。
日
銀
が
E
T
F
を

大
量
に
買
う
こ
と
で
様
々
な
銘

柄
に
買
い
が
入
り
、
株
価
を
押

し
上
げ
る
効
果
が
あ
る
。
一

方
、
株
価
形
成
を
ゆ
が
め
、
日

銀
が
E
T
F
を
通
じ
て
企
業
の

実
質
的
な
大
株
主
と
な
る
問
題

点
も
指
摘
さ
れ
る
。

日
本
銀
行
が
大
規
模
な
金
融
緩
和
で
買
う
上
場
投
資
信
託

（
E
T
F
）
の
保
有
が
膨
ら
ん
で
い
る
。
株
式
投
資
を
促
す

「
呼
び
水
」
の
位
置
付
け
だ
っ
た
が
、
今
は
株
価
下
落
局
面
で

の
買
い
支
え
役
で
、
昨
年
の
購
入
額
は
過
去
最
高
に
な
っ
た
。

日
銀
保
有
の
E
T
F
は
ま
だ
含
み
益
が
あ
る
が
、
今
後
含
み
損

を
抱
え
れ
ば
日
銀
の
財
務
悪
化
に
つ
な
が
り
、
通
貨
の
信
認
に

影
響
し
か
ね
な
い
。

通
貨
の
信
認
に
影
響
も

0

2
月
未
の
漆
蝦
財
務
金
融
委

員
会
。
黒
田
東
彦
総
裁
は
日
銀

保
有
の
E
T
F
に
つ
い
て
問
わ

れ
「
T
O
P
エ
Ⅹ
（
東
証
株
価

指
数
）
が
1
3
5
0
謡
程
度
を

下
回
る
と
、
時
価
が
簿
価
（
取

得
時
の
価
格
）
を
下
回
る
計
算

に
な
る
」
と
明
ら
か
に
し
た
。

立
憲
民
主
党
の
末
松
義
規
氏
の

質
問
に
答
え
た
。

日
銀
保
有
の
E
T
F
の
簿
価

は
2
月
末
時
点
で
2
4
兆
5
千
億

円
。
ニ
ッ
セ
イ
基
礎
研
究
所
の

推
計
で
は
時
価
は
こ
れ
よ
り
高

く
、
簿
価
と
の
差
額
の
「
含
み

益
」
は
3
兆
9
千
億
円
あ
る
。

黒
田
総
裁
は
、
T
O
P
エ
X

が
1
0
0
瀦
下
が
る
ご
と
に
合

み
益
は
1
・
6
兆
円
減
る
と
も

説
明
。
4
日
の
T
O
P
エ
X
の

終
値
は
1
6
2
7
藷
で
、
今
後

景
気
減
速
な
と
で
1
7
％
下
落
す

れ
ば
含
み
益
は
吹
っ
飛
ぶ
。

時
価
が
簿
価
を
下
回
り
、

「
含
み
損
」
を
抱
え
れ
ば
、
日

銀
は
引
当
金
の
計
上
を
迫
ら

れ
、
国
に
納
め
る
剰
余
金
が
減

る
。
さ
ら
に
株
価
が
下
落
す
れ

ば
赤
字
決
算
に
陥
り
、
自
己
資

本
が
目
減
り
し
か
ね
な
い
。

日
銀
の
自
己
資
本
は
1
8
年
度

上
半
期
末
時
点
で
約
8
・
7
兆

円
。
E
T
F
の
保
有
額
は
年
6

兆
円
の
ペ
ー
ス
で
買
い
増
す

申
、
今
後
さ
ら
に
増
え
る
。
価

1
2
日
、
再
発
防
止
へ
従
業
員
対
象
に

定
食
店
「
大
戸
屋
ご
ほ
ん
処
」
を
展

開
す
る
大
戸
屋
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
は

4
日
、
約
3
5
0
あ
る
国
内
全
店
舗
を

1
2
日
に
原
則
一
斉
休
業
す
る
と
発
表
し

＝
o
　
プ
ー
ノ
ヾ
1
ノ
ー
ヽ
・
F
－
塗
≡
暑
さ
D
一
卜
し
討
一
n
U
一
ゝ

問
題
の
動
画
は
、
昨
年
夏
～

年
末
に
大
阪
府
泉
佐
野
市
の

「
り
ん
く
う
シ
ー
ク
ル
店
」
で

撮
影
さ
れ
、
顔
を
隠
し
た
ア
ル

バ
イ
ト
が
配
膳
用
ト
レ
ー
で
裸

面
へ
の
意
識
を
高
め
る
た
め
、

店
や
事
務
所
の
清
掃
も
す
る
。

同
社
は
、
「
不
適
切
行
為
で
失

っ
た
信
頼
を
取
り
戻
す
た
め
の

第
一
歩
と
し
て
営
業
を
1
日
取

り
や
め
る
。
全
従
業
員
が
飲
食

店
で
働
く
こ
と
の
社
会
的
意
義

を
再
認
識
す
る
」
と
し
て
い
る
。

櫓
下
落
局
面
で
含
み
損
が
大
き

く
な
る
リ
ス
ク
は
高
ま
る
。

黒
田
総
裁
は
国
会
答
弁
で

「
赤
字
の
可
能
性
が
絶
対
な
い

と
は
い
え
な
い
」
と
も
述
べ

た
。
赤
字
で
自
己
資
本
が
急
減

し
て
も
、
民
間
と
は
違
い
倒
産

す
る
わ
け
で
は
な
い
。
た
だ
、

政
府
が
日
銀
に
資
本
注
入
す
る

必
要
性
が
検
討
さ
れ
る
こ
と
も

考
え
ら
れ
、
金
融
政
策
や
通
貨

の
信
認
低
下
に
も
つ
な
が
る
恐

れ
も
あ
り
得
る
。

E
T
F
と
同
様
に
緩
和
で
大

量
に
買
う
長
期
国
債
は
、
国
債

取
引
の
急
減
な
ど
の
副
作
用
を

意
識
し
、
年
間
購
入
ペ
ー
ス
は

「
め
ど
」
と
す
る
5
0
兆
円
を
下

回
る
5
0
兆
円
台
に
抑
え
て
い

る。
し
か
し
E
T
F
夢
人
は
珠
冊

下
落
局
面
で
増
え
、
1
8
年
の
毎

問
購
入
額
は
過
去
重
昂
の
6
・

5
兆
円
に
遷
し
た
。

株
式
市
場
で
は
今
や
、
株
価

下
落
局
面
で
「
日
銀
買
い
」
が

必
ず
意
識
さ
れ
る
。
ひ
と
た
び

日
銀
が
E
T
F
購
入
を
減
ら
せ

ば
株
価
は
急
落
し
か
ね
な
い
。

株
価
を
底
上
は
し
て
相
場
を

ゆ
が
め
、
日
銀
の
財
務
を
リ
ス

ク
に
さ
ら
す
E
T
F
購
入
に
つ

い
て
、
黒
田
総
裁
は
「
現
状
で

こ
の
政
策
は
必
要
で
あ
る
」
と

い
う
。
し
か
し
ニ
ッ
セ
イ
基
礎

研
究
所
の
井
出
真
吾
氏
は
「
何

を
も
っ
て
効
果
が
あ
る
と
し
て

い
る
か
根
拠
が
不
透
明
」
と
指

摘
す
る
。
リ
ス
ク
を
抱
え
た
ま
．

ま
続
く
E
T
F
購
入
策
の
行
方

は
こ
れ
ま
で
以
上
に
見
通
せ
な

く
な
っ
て
い
る
。

（湯地正裕）

大
手
行
の
ロ
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担
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券

金
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が
実
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金
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大
手
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対
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、
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け
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の
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消費税の
やはりウソだったのか。

アべノミクスは不正統計で偽装されてい

景気がよくなったといわれても

その恩恵を実感できなかったのは当然だ

実質賃金がマイナスなのだから。

医癒費や介護、年金の負担は重くなる一

手元に残るおカネは減るばかり。

政府はこの10月から消費税それなのに、

10％に上げるという。そこで『週刊金曜

〉
1過去2回の消費税増税で、消費と景気が冷え込みました。いま必要なのは、減税をして消

費を増やし、景気を回復させることです。

2消費税は逆進性が高く、基幹税になりえないにもかかわらず、全体の税収に占める割合が

どんどん高まっています。不公平な消費税の割合は

低くする必要があります。

3国の財政悪化は、不要不急の事業でばらまきを行ない、大規模な企業減税を行をった結果

です。法人税を元に戻し、富裕層の金融所得にきち

んと課税することこそ肝心です。

4「財政危機」のために負担を先送りしてはいけないというのは、社会保障を抑制するため

の財務省によるマインドコントロールです。プライ

マリーバランスの悪化は直ちに国家財政の破綻を意

味しません。それよりも、共通の財布「財政」に、

どこからおカネをどれだけ持ってきて、何に使うの

か、国民の意思を反映させることが大切です。

今週号から、消費税についての失職や情報を共有しながら、

経済の専門家はもちろん、さまざまな方から意見をいただき、議論をしていきます。
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「パラダイス文書」明らかになった超富裕層の租税回避の

秘密

2017年11月6日

BBcパノラマ「パラダイス文書」取材班

タックスヘイブン（租税回避地）に関する資料が新たに大量に流出し、世界の権力者や大富

豪たちが人目に触れずに多額の資産をタックスヘイブンに置いている実態が明らかになっ

た。「パラダイス文書」と名付けられた資料にはエリザベス英女王の個人資産のうち1000万

ポンド（約15億円）がオフショア投資に向けられていることなどが含まれる。

5日に公表された資料では、ウィルバー“ロス米商務長官と関係の深い海運会社が乎シアのウ

ラジーミル“プーチン大統領の側近や親族が実質オーナーの石油会社と取引していることが

明らかになった。

1340万件に上る今回の資料は主に、オフショア投資関連サービスで知られる1社から流出し

た。昨年の「パナマ文書」同様、南ドイツ新聞が入手し、BBCや英紙ガーディアンを含む世界
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「パナマ文書」公房で莞覚！税金を払わない日本人「大金持ち」リスト

㊧週刊現代　プロフィール

ロ漢音2寡聞躍誤聞醍

日本勢はケイマンに63兆円

近年、多国籍企業によるタックスヘイブンを悪用した課税逃れの手口は筏猛になっていく一方だ。複数のタックスヘイブンの

ペーパーカンパニーを経由して、税金をほとんど納めない巨大企業の存在が世界的に問題視され始めている。

たとえば、英国でば12年にスターバックス社が3年間で約2000億円もの売り上げがありながら、法人税を一銭も納付していな

かったことが指摘され、英国民の怒りが爆発した。

昨年は米アップルが海外で1811徳ドル（約19兆円）を接いでいるにもかかわらず、米国内でそれに見合った額の納税を行ってい

ないと厳しく批判された。

今回、パナマ文書で明らかになった事例は氷山の一角。日本企業はタックスヘイブンとして有名なケイマン諸島に多額の資産

を溜め込んでおり、その実態はいまだ謎のベールに包まれたままだ。

日本共産党の参議院議員、大門美紀史氏がこう指摘する。

「日本銀行の調べでは、日本企業が14年末の時点でケイマン諸島に総額で約63兆円の投資を行っています。1位の米国の約149

兆円に次いで、堂々の2位です。カリブ海に浮かぶ小さな島への投資額は突出していると言わざるをえない。


